平成27年度　東村山市西部地域包括支援センター　事業計画
1．基本方針 
1. 社会福祉法人及び介護保険法の理念に則し、高齢者一人一人の尊厳のある人生を護り、高齢者の人権及び権利擁護に取り組む
2. 東村山市が、平成28年度から移行する介護予防・日常生活支援総合事業への対応の準備期間とし、市、関係機関との連携協力による取り組みを実施する。
3. 地域住民が、住み慣れたまちで安心してその人らしく暮らし続けることが出来る社会を実現すべく、地域包括ケアシステムの構築を推進する
4. 災害時においては、第二万寿園が要援護者の二次避難場所としていることから、行政、関係機関と東村山市内の全事業所が積極的に連携し、円滑・迅速に支援が行われるよう努める
2．現　状 
1、過去一年間の事業実績（平成26年4月～平成27年1月）

(1)予防給付実績
	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月
	

	委託新規
	0
	2
	3
	１
	2
	0
	2
	4
	0
	3
	

	委託継続
	70
	67
	66
	43
	44
	43
	41
	40
	41
	43
	

	直接新規
	4
	1
	2
	7
	1
	１
	5
	1
	5
	2
	

	直接継続
	99
	99
	97
	115
	118
	114
	112
	118
	116
	120
	

	合計
	173
	169
	168
	169
	16５
	157
	160
	163
	162
	168
	


(2)総合相談件数（予防給付対象者を含む）
	
	4月
	5月
	6月
	7月
	8月
	9月
	10月
	11月
	12月
	1月

	新規相談実人数
	23
	15
	18
	24
	23
	36
	38
	14
	27
	.27

	延べ件数
	電話
	332
	271
	204
	248
	242
	239
	262
	271
	252
	276

	
	訪問
	103
	105
	100
	105
	93
	100
	119
	93
	95
	97


	
	来所
	38
	48
	31
	37
	43
	36
	37
	54
	46
	37

	
	ﾒｰﾙ･FAX
	0
	2
	12
	22
	17
	21
	33
	26
	26
	15

	
	その他
	3
	3
	2
	3
	1
	3
	4
	4
	1
	5

	
	計

合
	476
	429
	349
	415
	396
	399
	455
	448
	420
	430

	見守り協定事業者からの通報
	4件
	

	虐待関係対応ケース
	7件
	

	権利擁護関係ケース
	8件
	

	在宅孤独死関係ケース
	5件
	


　　　※在宅孤独死についての明確な定義づけはされていない
(3)地域支援事業（特定高齢者施策・一般高齢者施策）他
	特定高齢者施策
	介護予防教室
	地域ケア会議

	介護予防事業利用　15名
介護予防教室への参加多数
	開催　　　6回
延べ参加者約　221名
	担当地域部会（民生委員）　2回


(4)その他、広報活動・講座等
	【地域包括支援センター窓口周知の広報活動】

広報誌「ともに」発行（春号・秋号の2回）
美住町・富士見町の老人クラブの例会に参加

美住町・富士見町の各サロン・元気塾への参加
富士見町・美住町　各協力委員会の例会へ参加
富士見町・美住町　地域懇談会への参加

【講座・講師】

認知症サポーター養成講座・講師（5回）
富士見憩いの家日常生活安心講座・講師
介護保険について　講座・講師

車椅子の基本操作　講座・講師

ふまねっと講座・講師(3回)
【その他の活動】

まちづくりミーティング　毎月実施

富士見町福祉施設連絡会　5回実施

民生委員不在地区の実態把握訪問

担当地域における「男の料理会」実施（2回）


(5)夜間対応件数　（17:00～9:00）　6件
	件数
	内　　　容

	件
	· 配食サービス担当職員との連携による利用者の安否確認
· 関係機関からの安否確認

· 民生委員、地域住民等からの相談や安否確認要請　　　　等


3．事業の課題 
(1) 超高齢者社会を迎え要支援・要介護認定者の増加と医療ニーズの高い在宅療養患者が増加していることを踏まえ、高齢者の多様なニーズに対応する総合相談窓口としての機能強化と多職種連携が不可欠 である(地域包括ケアの構築）
(2) 介護予防への関心が高まっている現状を踏まえ、多様なニーズに応じる地域資源の充実と開発

(3) 増加する認知症高齢者とその家族が孤立せず、住み慣れた地域の中で互いに交流できる場の構築と地域で見守り支え合うためのまちづくり
(4) 社会福祉法人の職員として法人の経営理念と法令遵守を徹底し、誠意ある対応を行う。研修等で人権に対する専門的知識や技術・技能を高めていく必要がある
　　　
4．事業運営計画 
（１）利用者本位の事業運営

　　　在宅生活を希望する方々に制度・環境・介護サービス及びその他の社会資源等の情報を提供し、生活が継続できるための相談窓口としての役割を担う
（２）地域社会に貢献する事業運営

　　　地域の方々が健康で安心な在宅生活を継続できる安全で豊かな地域社会の構築をするために、サロン活動や介護予防教室・認知症サポーター養成講座・出張相談会などを通じて支援する。

（３）事業を支える安定した経営
①委託された事業課題を地域の事情に合わせて計画的に実施することで、地域の活性化に必要な連携体制の構築を目的とした事業を実施する
　　　②来年度から介護予防・日常生活支援総合事業への移行により、介護予防給付が廃止されることからその収入がなくなる。廃止後の要支援者へのサービス提供とその対応について東村山市と継続的な検討を行う
（４）職員の育成

　　　地域包括支援センター業務に必要な幅広い知識、技術習得を目的として積極的な研修参加を計画す　る

（５）リスクマネジメント
① 感染症・食中毒対策

併設事業所合同で「感染症対策委員会」を設置し、予防及び拡散防止を基本方針とし、情報及び対応の共有により、各事業所に必要な感染症対応マニュアルの定期点検と職員の周知徹底を図る。
2 事故・苦情防止対策

　　　　発生時に「事故報告書」「苦情受付書」及び発生には至らない場合の「ヒヤリ・ハット」報告書を作成し、防止を基本方針とし分析を行う。
3 安全衛生管理

　　　　併設事業所から選任された職員及び産業医による、合同の「安全衛生委員会」を設置し職員の健康保持増進を図る取り組みを行う。
4 災害対策

特養を中心に併設事業所において「防災対策委員会」を設置し、火災・震災時等への適切な対応のための訓練計画の作成による実地訓練を行う。また、防災の観点から設備点検及び職員教育を強化する。

（６）多様化する高齢者のニーズや地域の変化への対応
　　１．総合相談機能の強化と地域包括ケアシステムの構築

①保険者及び社会福祉協議会まちづくり支援係との月例ミーティングを継続し、地域の動きやニーズの把握につとめ、必要に応じた取組を行う
②年2回の機関紙「ともに」を発行し、包括支援センターの周知と最新の情報を発信

③医師会と連携し原則毎月に地域ケア会議を開催する
　　　④市内の事業所連絡会や研修を通して情報交換を円滑に行い、医療・看護関係機関や介護サービス事業所など多職種連携のしくみをつくる
２．介護予防への関心が高まっている現状を踏まえ、地域住民の多様なニーズに応えるべく、
①「元気あっぷ教室」の内容の充実と、多数の参加を募るため2町複数回数を継続
　②特定高齢者へのアプローチを積極的に行い２次予防事業につなげるとともに、対象者が継続して取り組める新しい事業(プログラム)の開拓
３．認知症の人と家族が安心して暮らせるまちづくり

①認知症が正しく理解され、見守り支えるサポーターが地域に根付くよう取り組む

認知症サポーター養成講座を計画的に開催（2町で2回づつ実施）他、依頼があれ随時開催

②地域住民（自治会やサロンや市民サークル等）へのアウトリーチを積極的に行い、地域での見守りを強化し、ＭＣＩ（軽度認知障害）の早期発見につとめる
　　　　③認知症の方及び家族に対して、認知症疾患医療センターや認知症サポート医・保健所など精神保健の専門職への相談しやすい情報提供と体制づくりを進める
４．高齢者が孤立することなく、住み慣れた地域の中で互いに、かつ多世代と交流できる場の構築

①地域のサロンの活性化の支援　(高齢化や後継者問題に悩むサロンへのアプローチ)
②富士見町福祉施設連絡会を活用、関係者相互の交流を推進し地域の高齢者の活動の場を広げる
・行事カレンダー発行（年1回）

・富士見町の資源帳【施設版】を社会福祉協議会のホームページにて広報

③認知症予防運動「ふまねっと運動」の普及活動と西部地区での家族介護者教室「らくらっく」の始動により、地域交流とシニアの活躍の場をつくる
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